
令和７年度

邑南町下水道事業会計予算

邑南町水道課





（総　則）

第１条 令和７年度邑南町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

人

㎥

2,566 ㎥

主要な建設改良事業

千円

千円

千円

千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用中の公営企業会計支援業務

1,941千円の財源にあてるため、企業債1,900千円を借り入れる。

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 ２ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ４ 項 千円

（資本的収入及び支出）

第４条

 185,150千円は、過年度分損益勘定留保資金81,677千円、当年度分損益勘定留保資金103,473千円で補填するものとする。）。

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ３ 項 千円

第 ５ 項 千円

第 ７ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ３ 項 千円

令 和 ７ 年 度 邑 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

(1) 水 洗 化 人 口 8,077

(2) 年 間 総 処 理 水 量 936,642

(3) 一 日 平 均 処 理 水 量

(4)

管渠整備事業 15,598

ポンプ場整備事業 97,973

処理場整備事業 38,100

浄化槽整備事業 23,417

収　　　　　　　　　　　入

下 水 道 事 業 収 益 761,552 

営 業 収 益 188,838 

営 業 外 収 益 572,714 

支　　　　　　　　　　　出

下 水 道 事 業 費 用 761,552 

営 業 費 用 708,402 

営 業 外 費 用 52,360 

予 備 費 790 

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

収　　　　　　　　　　　入

資 本 的 収 入 481,597

企 業 債 236,200

他 会 計 補 助 金 178,057

国 庫 補 助 金 65,340

負 担 金 等 2,000

支　　　　　　　　　　　出

資 本 的 支 出 666,747

建 設 改 良 費 175,088

企 業 債 償 還 金 491,659



（企業債）

第５条

千円

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)　営業費用及び営業外費用の間の流用（消費税及び地方消費税に不足が生じた場合）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条

(1)　職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、535,858千円である。

邑南町長　　大屋　光宏

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

年5.0％以内

生活排水処理事業債 20,500

生活排水資本費平準化債 5,200

農業集落排水事業債 65,300

農業集落排水資本費平準化債 98,100

下水道事業債 21,500

下水道資本費平準化債 25,600

公営企業会計適用債 1,900

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

 それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

63,644 

令和７年３月３日 提出

普通貸借
又は

証書借入

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行その他の場合には、その債権者と
協定するものとする。
ただし、財政の都合により据置期間及び償
還期間を短縮し、もしくは繰上償還、又は
低利債に借換えることができる。

（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては当
該見直し後の利
率）



邑南町下水道事業会計

予算に関する説明書





（単位：千円）

1 下水道事業収益 761,552 

1 営 業 収 益 188,838 

1 下 水 道 使 用 料 153,885 

2 浄 化 槽 使 用 料 34,718 

5 そ の 他 営 業 収 益 235 

2 営 業 外 収 益 572,714 

3 他 会 計 補 助 金 357,801 他会計補助金

5 長 期 前 受 金 戻 入 214,913 

国県補助金戻入 64,015

県補助金戻入 90,202

工事負担金戻入 14,157

他会計補助金戻入 35,914

受贈財産評価額戻入 10,625

（単位：千円）

1 下水道事業費用 761,552 

1 営 業 費 用 708,402 

2 ポ ン プ 場 費 33,810 

光熱水費 1,776

通信運搬費 1,442

委託料 12,632

手数料 66

賃借料 1,417

修繕費 2,674

動力費 13,759

材料費 44

3 処 理 場 費 116,053 

備消品費 1,179

燃料費 22

光熱水費 1,125

通信運搬費 354

委託料 58,270

手数料 19,397

令 和 ７ 年 度 邑 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

主たる営業活動から生ずる収益

主たる営業活動以外から生ずる収益

支　　　　　　　　　　　出

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　考

主たる営業活動に要する費用

ポンプ場の維持管理に要する費
用

処理場の維持管理に要する費用



賃借料 663

修繕費 6,644

動力費 25,926

薬品費 1,830

保険料 643

4 浄 化 槽 費 80,237 

備消耗品費 100

光熱水費 7,833

委託料 25,034

手数料 42,440

修繕費 3,683

材料費 1,147

7 総 係 費 80,152 

給料 29,943

手当 14,756

法定福利費 9,132

旅費 102

備消品費 340

光熱水費 525

印刷製本費 51

通信運搬費 846

委託料 11,753

手数料 703

賃借料 1,796

負担金 153

報酬 116

報償費 239

退職手当組合負担金 5,106

賞与等引当金繰入額 4,591

8 減 価 償 却 費 396,838 

9 資 産 減 耗 費 1,312 固定資産除却費

2 営 業 外 費 用 52,360 

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 45,410 企業債利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 6,950 

4 予 備 費 790 

1 予 備 費 790 予備費

浄化槽の維持管理に要する費用

事業活動の全般に関する費用

有形固定資産減価償却費

消費税及び地方消費税



（単位：千円）

1 資 本 的 収 入 481,597 

1 企 業 債 236,200 

1 企 業 債 236,200 企業債

3 他 会 計 補 助 金 178,057 

1 他 会 計 補 助 金 178,057 他会計補助金

5 国 庫 補 助 金 65,340 

1 国 庫 補 助 金 65,340 

7 負 担 金 等 2,000 

1 負 担 金 等 2,000 

（単位：千円）

1 資 本 的 支 出 666,747 

1 建 設 改 良 費 175,088 

1 管渠建設改良費 15,598 

委託料 15,598 

2
ポ ン プ 場
建 設 改 良 費

97,973 

備消品費 280 

燃料費 288 

印刷製本費 262 

通信運搬費 635 

委託料 18,892 

賃借料 786 

工事請負費 76,795 

保険料 35 

3
処 理 場
建 設 改 良 費

38,100 

工事請負費 38,100 

4
浄 化 槽
整 備 事 業 費

23,417 

備消品費 31 

燃料費 239 

賃借料 614 

工事請負費 22,500 

保険料 33 

3 企 業 債 償 還 金 491,659 

1 企 業 債 償 還 金 491,659 企業債償還金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款 　　   項 目 予　　定　　額 備　　　　　考

受益者分担金及び工事負担金

支　　　　　　　　　　　出

       款 　　   項 目 予　　定　　額 備　　　　　考



(単位：円)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 13,128,572

減価償却費 396,831,911

資産減耗費 1,311,476

賞与等引当金の増減額(△は減少) △5,559

長期前受金戻入額 △214,923,151

支払利息 45,406,371

未収金の増減額(△は増加) 1,100,000

未払金の増減額(△は減少) 550,000

小計 243,399,620

利息の支払額 △45,406,371

    業務活動によるキャッシュ・フロー 197,993,249

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △134,810,240

無形固定資産の取得による支出 △24,533,550

国県補助金による収入 59,400,000

  161,869,999

受益者負担金等による収入 1,818,182

    投資活動によるキャッシュ・フロー 63,744,391

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 238,100,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △491,652,309

    財務活動によるキャッシュ・フロー △253,552,309

　資金増加額 8,185,331

　資金期首残高 120,062,605

　資金期末残高 128,247,937

令和７年度　邑南町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

他会計からの繰入金による収入



給与費明細書

１　総括
（単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手当 計

本年度 9 7 116 29,943 18,578 48,637 15,007 63,644

前年度 9 7 116 30,494 17,319 47,929 15,174 63,103

比　較 △ 551 1,259 708 △ 167 541

　*　職員数欄の（）内は、短時間勤務職員数について外書き

　*　手当・法定福利費に引当金繰入額を含む

区　分 扶　養 通　勤 管理職 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務 児童

本年度 1,038 1,437 258 444 1,600 6,931 5,662 528 680

前年度 798 1,026 198 594 1,600 6,898 5,637 528 40

比　較 240 411 60 △ 150 33 25 640

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手当 計

本年度 9 7 116 29,943 18,578 48,637 15,007 63,644

前年度 9 7 116 30,494 17,319 47,929 15,174 63,103

比　較 △ 551 1,259 708 △ 167 541

区　分 扶　養 通　勤 管理職 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務 児童

本年度 1,038 1,437 258 444 1,600 6,931 5,662 528 680

前年度 798 1,026 198 594 1,600 6,898 5,637 528 40

比　較 240 411 60 △ 150 33 25 640

　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手当 計

本年度

前年度

比　較

区　分 扶　養 通　勤 住　居 時間外勤務 期　末 勤　勉 特殊勤務 退　職

本年度

前年度

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細
（単位：千円）

区  分 備　考

△ 551

1,259

職　員　数 給　与　費

職　員　数 給　与　費

　*　職員数欄の（）内は、短時間勤務職員数について外書き

職　員　数 給　与　費

　*　職員数欄の（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

     勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

増減額 増減事由別明細 説　明

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

給　料 △ 551

手　当 1,259



３　給料及び手当の状況

ア．職員一人当りの給与 （単位：円、歳）

行（一） 行（二）

令和7年 平均給料月額 356,464 

4月1日現在 平均給与月額 419,619 

平均年齢 51.14 

令和6年 平均給料月額 389,316 

4月1日現在 平均給与月額 425,883 

平均年齢 51.50 

イ．初任給 （単位：円）

一般職 技能労務職

行（一） 行（二） 行（一） 行（二）

188,000 188,000 

220,000 220,000 

ウ．級別職員数 （単位：人、％）

職員数 構成比 職員数 構成比

7級 0.0 

6級 3 42.9 

5級 3 42.9 

令和7年 4級 0.0 

4月1日現在 3級 1 14.3 

2級 0.0 

1級 0.0 

計 7 100.0 0 

7級 0.0 

6級 3 42.9 

5級 4 57.1 

令和6年 4級 0.0 

4月1日現在 3級 0.0 

2級 0.0 

1級 0.0 

計 7 100.0 0 

（級別の標準的な職務内容）
区分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

統括課長 課長 室長 係長 主任 主任主事 主事

主査 課長補佐 統括主任 主任専門員 主任技師 技師

統括課長補佐 調整監 統括専門員

管理監 専門監

企画監

区　分

国の制度

高校卒

大学卒

一般職　行（一） 一般職　行（二）

区　分

区分 級

一般職
行（一）



エ．昇給 （単位：人、％）

統括
課長等

課長等
課長
補佐等

係長等 主任等
主任
主事等

主事等
その
他

7 3 3 1

7 0 3 3 0 1 0 0 0

0号給 0

1号給 0

2号給 0

3号給 0

4号給 7 3 3 1

6号給 0

8号給 0

100 100 100 100

7 3 4

7 0 3 4 0 0 0 0 0

0号給 0

1号給 0

2号給 0

3号給 0

4号給 7 3 4

6号給 0

8号給 0

100 100 100

オ．期末手当、勤勉手当 （単位：月分）

6月(月分)

2.300 有

2.250 有

2.300 有

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位：月分）

20年
勤続
の者

24.586875 

24.586875 

キ．地域手当

ク．特殊勤務手当 （単位：％）

1.57 

85.71 

ケ．その他の手当

代表的な職種

職員数　a

昇給に係る職員数　b

比率　b／a

職員数　a

昇給に係る職員数　b

比率　b／a

支給期別支給率

12月(月分)

本年度 2.300 4.600 

前年度 2.250 4.500 

国の制度 2.300 4.600 

区　分
25年
勤続
の者

35年
勤続
の者

最高
限度

その他
加算措置

支給率等 33.270750 47.709000 47.709000 
定年前早期
退職特別処置

（2～40％加算）

国の制度 33.270750 47.709000 47.709000 
定年前早期
退職特別処置

（2～40％加算）

支給対象地域 該当なし
支給率（％）
支給対象職員数

国の制度（支給率）

代表的な職種

統括課長等 課長等 課長補佐等 係長等 主任等 主任主事等 主事等 その他

給料総額に対する比率 1.47 1.52 2.06 

支給対象職員の比率 66.67 100.00 100.00 

代表的な特殊勤務手当の名称 下水道手当

区分 国の制度との異同 差異の内容
扶養手当 同
住居手当 同
通勤手当 異 町で設定

区　分 合計

区　分
支給率計　
（月分）

加算
措置

備　考

区　分 全職種

本
年
度号給数別内訳

前
年
度号給数別内訳



(単位：円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 105,982,625

ロ 建 物 1,024,742,045

減 価 償 却 累 計 額 △ 548,366,012 476,376,033

ハ 構 築 物 16,912,822,299

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,050,052,292 8,862,770,007

ニ 機 械 及 び 装 置 3,863,218,594

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,174,733,373 688,485,221

ホ 工具･器具及び備品 6,070,247

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,766,734 303,513

ト 建 設 仮 勘 定 6,531,000

有 形 固 定 資 産 合 計 10,140,448,399

(2)無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 30,550,823

無 形 固 定 資 産 合 計 30,550,823

固  定  資  産  合  計 10,170,999,222

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 128,247,937

(2) 未 収 金 17,900,000

貸 倒 引 当 金 △ 50,010 17,849,990

流  動  資  産  合  計 146,097,927

資    産    合    計 10,317,097,149

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 3,007,470,312 3,007,470,312

固  定  負  債  合  計 3,007,470,312

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 471,016,252 471,016,252

(2) 未 払 金 21,550,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 4,590,258 4,590,258

(4) 預 り 金 12,900,000

流  動  負  債  合  計 510,056,510

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 11,619,882,205

収 益 化 累 計 額 △ 6,223,131,957 5,396,750,248

(2) 建設仮勘定長期前受金 3,265,545

繰  延  収  益  合  計 5,400,015,793

負    債    合    計 8,917,542,615

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6 資      本      金

(1) 資 本 金 1,258,269,679

資   本   金   合   計 1,258,269,679

7 剰      余      金

(1)資  本  剰  余  金

イ 国 県 補 助 金 86,432,424

ロ 受 益 者 負 担 金 等 1,555,634

ハ 他 会 計 補 助 金 17,994,567

資 本 剰 余 金 合 計 105,982,625

(2)利  益  剰  余  金

イ 当年度未処分利益剰余金 35,302,230

利 益 剰 余 金 合 計 35,302,230

剰   余   金   合   計 141,284,855

資    本    合    計 1,399,554,534

負  債  資  本  合  計 10,317,097,149

令和７年度　邑南町下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）



(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 下 水 道 使 用 料 140,688,457

(2) 浄 化 槽 使 用 料 31,450,261

(3) そ の 他 営 業 収 益 15,000 172,153,718

2   営    業    費    用

(1) ポ ン プ 場 費 26,433,082

(2) 処 理 場 費 99,683,711

(3) 浄 化 槽 費 72,837,106

(4) 総 係 費 68,476,356

(5) 減 価 償 却 費 400,562,817

(6) 資 産 減 耗 費 17,576,234 685,569,306

513,415,588

3   営   業   外   収   益

(1) 他 会 計 補 助 金 366,159,000

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 228,459,817 594,618,817

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 49,799,544 49,799,544 544,819,273

31,403,685

5   特    別    損    失

(1) そ の 他 特 別 損 失 9,230,027 9,230,027 ▲9,230,027

22,173,658

22,173,658

令和６年度　邑南町下水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 損 失

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



(単位：円)

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 105,982,625

ロ 建 物 1,024,742,045

減 価 償 却 累 計 額 △ 532,798,628 491,943,417

ハ 構 築 物 16,891,575,021

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,718,755,817 9,172,819,204

ニ 機 械 及 び 装 置 3,780,216,183

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,149,683,396 630,532,787

ホ 工具･器具及び備品 6,070,247

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,766,734 303,513

ヘ 建 設 仮 勘 定 8,217,273

有 形 固 定 資 産 合 計 10,409,798,819

固  定  資  産  合  計 10,409,798,819

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 120,062,605

(2) 未 収 金 19,000,000

貸 倒 引 当 金 △ 50,010 18,949,990

流  動  資  産  合  計 139,012,595

資    産    合    計 10,548,811,414

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 3,240,386,564 3,240,386,564

固  定  負  債  合  計 3,240,386,564

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 491,652,309 491,652,309

(2) 未 払 金 21,000,000

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 4,595,817 4,595,817

(3) 預 り 金 12,900,000

流  動  負  債  合  計 530,148,126

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 11,412,593,348

収 益 化 累 計 額 △ 6,021,868,950 5,390,724,398

(2) 建設仮勘定長期前受金 1,126,364

繰  延  収  益  合  計 5,391,850,762

負    債    合    計 9,162,385,452

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

6 資      本      金

(1) 資 本 金 1,258,269,679

資   本   金   合   計 1,258,269,679

7 剰      余      金

(1)資  本  剰  余  金

イ 国 県 補 助 金 86,432,424

ロ 受 益 者 負 担 金 等 1,555,634

ハ 他 会 計 補 助 金 17,994,567

資 本 剰 余 金 合 計 105,982,625

(2)利  益  剰  余  金

イ 当年度未処分利益剰余金 22,173,658

利 益 剰 余 金 合 計 22,173,658

剰   余   金   合   計 128,156,283

資    本    合    計 1,386,425,962

負  債  資  本  合  計 10,548,811,414

令和６年度　邑南町下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）



注記

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置　　　　　　 6年～20年

　　　　　工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　 (2)　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      ソフトウェア　　　　　　　　　 5年

　２　引当金の計上方法

   (1)　退職給付引当金

        職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計がその全部を負担す

      ることになっているため、退職給付引当金は計上していない。

   (2)　賞与等引当金

　　　　職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

      負担に属する額を計上する。

   (3)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　　　　

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち

一般会計が負担すると見込まれる額は以下のとおりである。

(単位：円)

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　邑南町下水道事業会計は、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、簡易排水事業、小規模集合排水処理事業、

　　特定地域生活排水処理事業、個別排水処理事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定しているため、

　　報告セグメントを６つとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

特定環境保全公共下水道事業 特定環境保全公共下水道計画区域において汚水を処理する業務

農業集落排水事業 農業集落排水処理区域において汚水を処理する業務

簡易排水事業 簡易排水処理区域において汚水を処理する業務

小規模集合排水処理事業 小規模集合排水処理区域において汚水を処理する業務

特定地域生活排水処理事業 特定地域生活排水処理区域において汚水を処理する業務

個別排水処理事業 個別排水処理区域において汚水を処理する業務

令和６年度 令和７年度

（令和７年３月３１日） （令和８年３月３１日）

3,732,038,873 3,478,486,564

事業区分 事業の内容



　２　報告セグメントごとの営業収益等

前年度 （令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

(単位：円)

特定環境保全
公共下水道

農業集落
排水

簡易排水
小規模集合
排水処理

特定地域生活
排水処理

個別排水
処理

営業収益 57,560,471 81,300,398 1,123,848 718,740 30,262,119 1,188,142 172,153,718

営業費用 212,916,412 319,754,927 5,693,046 4,136,006 136,731,196 6,337,719 685,569,306

営業損益 △155,355,941 △238,454,529 △4,569,198 △3,417,266 △106,469,077 △5,149,577 △513,415,588

経常損益 5,516,195 18,032,353 136,335 134,867 7,307,045 276,890 31,403,685

セグメント資産 3,397,682,928 6,172,468,103 84,818,292 47,460,585 818,525,788 27,855,718 10,548,811,414

セグメント負債 2,991,308,138 5,216,897,941 80,883,235 42,623,764 805,746,748 24,925,626 9,162,385,452

その他の項目

他会計繰入金 173,464,000 257,924,000 5,261,000 4,176,000 88,607,000 4,884,000 534,316,000

減価償却費 126,482,754 207,944,102 4,106,009 2,714,546 55,952,243 3,363,163 400,562,817

特別利益 0 0 0 0 0 0 0

特別損失 2,992,216 4,583,768 29,702 19,810 1,571,336 33,195 9,230,027

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

34,465,702 111,684,562 0 0 17,919,095 0 164,069,359

当年度 （令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

(単位：円)

特定環境保全
公共下水道

農業集落
排水

簡易排水
小規模集合
排水処理

特定地域生活
排水処理

個別排水
処理

営業収益 57,449,546 80,875,455 1,074,546 730,910 30,419,091 1,142,728 171,692,276

営業費用 211,328,327 318,914,975 5,760,556 4,459,093 139,199,006 6,219,527 685,881,484

営業損益 △153,878,781 △238,039,520 △4,686,010 △3,728,183 △108,779,915 △5,076,799 △514,189,208

経常損益 3,991,158 2,946,471 167,261 158,136 5,585,487 280,059 13,128,572

セグメント資産 3,317,454,276 6,055,817,789 83,857,764 45,018,304 790,112,069 24,836,947 10,317,097,149

セグメント負債 2,907,088,328 5,097,301,156 79,755,446 40,023,347 771,747,542 21,626,796 8,917,542,615

その他の項目

他会計繰入金 170,879,000 259,706,000 5,456,000 4,672,000 90,247,000 4,898,000 535,858,000

減価償却費 117,546,095 212,569,275 4,106,009 2,714,546 56,532,823 3,363,163 396,831,911

特別利益 0 0 0 0 0 0 0

特別損失 0 0 0 0 0 0 0

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

37,854,550 97,459,962 2,782,000 0 21,247,278 0 159,343,790

Ⅳ　リース契約に関する注記

　１　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処

理を行っている。

Ⅴ　その他

　１　引当金の取崩 (単位：円)

賞与等引当金

事業区分

事業区分

令和６年度 令和７年度

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日ま
で）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日ま
で）

- 4,595,817

合計

合計


